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はじめに
一　司法制度改革審議会意見書（2001年６月）1 において、司法制度改革の柱のひとつとして掲げ
られた「国民的基盤の確立」には、国民の司法参加および国民的基盤の確立のための条件整備が必
要とされる。前者については、「刑事訴訟手続への新たな参加制度」として、2009年より裁判員制
度が開始されたことは周知の通りである。また後者については、「国民的基盤の確立のための条件
整備」のひとつとして「司法教育の充実」が提言され、法教育2についての記述が強化された学習
指導要領が、小学校および中学校では2008年より、高等学校では2009年より全面的に実施されて
いる。
　裁判員制度に関しては、学習指導要領中にいずれも「内容の取扱い」として、以下のような記述
がある。すなわち、「我が国の政治の働き」については、「国民の司法参加〔…〕などについても扱
うようにすること」（小学校社会第６学年）3、「民主政治と政治参加」については、「『法に基づく公
正な裁判の保障』に関連させて、裁判員制度についても触れること」（中学校社会公民的分野）4、「個
人の尊重と法の支配」については、「法に関する基本的な見方や考え方を身に付けさせるとともに
裁判員制度についても扱うこと」（高等学校現代社会）5および「『法の意義と機能』、『基本的人権の
保障と法の支配』、『権利と義務の関係』については、法に関する基本的な見方や考え方を身に付け
させるとともに、裁判員制度を扱うこと」（高等学校政治・経済）6とされているのである。
二　しかしながら、これらの裁判員制度教育を含む法教育を担当する教員について、現状では社会
科の教員であっても法教育を行うことが簡単ではないとの指摘がある7。また、現在までに明らか
にされてきた裁判員制度に関する様々な授業計画や授業記録の中には、裁判員として制度に参加す
ることを称揚する授業や、黙秘権について教員の誤った認識の下に行われた授業等、授業内容に問
題を抱えたものも少なくない8。さらに、法学と法教育との間には隔たりが存在するとの指摘もあ
る9。
　従来から、法学研究者の初等中等教育課程における法教育への関与は、弁護士や司法書士等の実
務家に比べて消極的であった10。大学の法学部へ進学する児童および生徒（以下、単に「生徒」と
する）は、全体からみればごくわずかであり、普通の市民が法について学ぶのは、高校か中学校が
最後の機会11であるとすれば、法学研究者が、より積極的に初等中等教育における法教育の発展に
寄与する必要がある12。また、法教育を実践する教員の養成が急務となっている現状13においては、
法教育担当教員の養成に関しても、法学研究者が積極的に関与していく必要があろう。
三　そこで、本稿では、筆者が勤務する宇都宮大学教育学部において2012年12月に実施した「教
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育学部・大学院合同刑事法ゼミ企画『模擬評議　裁判員になってみよう！』」による法教育担当教
員養成の取組みについて紹介する（第一章および第二章）とともに、本企画を通して見えてきた裁
判員制度教育や法教育担当教員養成等についての現状と課題を検討したい（第三章）。
　なお、本稿では、裁判員制度教育を取り扱う都合上、「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」
を「裁判員法」または「同法」とし、「裁判員の参加する刑事裁判に関する規則」を「同規則」とする。
第一章　刑事法ゼミ企画『模擬評議　裁判員になってみよう！』の概要
一　本企画の趣旨
　１　模擬裁判や模擬評議は、多くの場合、法律実務家ならびに裁判所および検察庁等の関係諸機
関（以下、「法律専門家」とする）の協力を得て、裁判員制度教育の一環として行われる。その理
由は、模擬裁判や模擬評議は、ロールプレイを行ったり、自らの意見をまとめて他の生徒と議論を
行ったりすることにより、司法制度や裁判手続に関する知識を修得するにとどまらず、論理的で法
的なものの考え方や他人を説得する技法等を訓練することができるために、法教育の観点から教育
的な効果が高いとされている14からであろう。生徒に法的なものの見方や考え方を修得させるとの
観点から考えると、様々な意見を出し合い、他者の意見を理解し、議論することで調整を図り、最
終的に公正な結論を出すという評議の場面が最も重要である15と思われる。そこで、以下のような
ねらいの下に模擬評議を企画することにした。
　２　本企画のねらいは、主に以下の３点である。
　第一は、模擬評議の企画を考案し実施する過程を通して、筆者が担当する刑事法関連科目の受講
生（以下、「受講生」とする）に、刑事法に関する知識や考え方を修得させるとともに、将来教員
になった際に、法教育の授業を行う実践力を修得させることである。学校教育における法教育に
は、上述したような教員の指導能力の欠如についての懸念からか、法律専門家との連携や協力が重
要または不可欠であるとの指摘がある16。しかし、法律専門家の支援を得る場合であっても、法律
専門家に丸投げしたような法教育の授業は好ましくない。法務省や裁判所が主催する出張授業は、
「未来の裁判員の養成」という観点から行われたり、生徒に裁判員制度の意義や重要性を理解させ、
制度への参加意識を醸成するために行われたりすることがあり17、教員が無批判にこれらを利用す
ることは、裁判員制度を「是」としたうえで、生徒に裁判員として刑事裁判に参加することを称揚
する授業を行うことになりかねない。また、現実には各学校のすべての学級において法律専門家の
支援を得た授業を実施することは不可能である18ことを鑑みれば、究極的には、教員が教える法教
育を目指す必要があろう19。
　第二は、筆者の授業を受講していない教員志望の大学院生および学生に対する、法教育担当教員
の養成である。将来、小学校教員になれば、大学での専攻に関わらず法教育を担当する必要があ
る。また中学校社会科教員であれば、大学で地理や歴史等、法学以外の社会科の科目を専攻したと
しても、法教育を担当しなければならない。高等学校公民科の教員も同様である。現在、教員免許
取得に必須の法学関係科目は、「日本国憲法」２単位のみである20。わずか２単位の履修のみで充
実した法教育を実践できる資質を涵養することは難しい21。それゆえ、教員志望の大学院生および
学生に本企画への参加を呼び掛け、法教育の入口に立たせたいと考える。
　第三は、本学のすべての研究科の大学院生およびすべての学部の学生（教員志望か否かを問わな
い）に対する裁判員制度教育を通じた主権者教育である22。裁判員制度の導入により、20歳になれ
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ば原則として誰でも裁判員として刑事裁判に参加する可能性がある（裁判員法13条）。本企画を通
して、すべての大学院生および学生に、被告人の権利保障や刑事裁判のルールを学ばせるととも
に、現在わが国に存在する制度のひとつである裁判員制度について、その是非を含め、主体的に考
えさせる必要がある。
二　準備
　本企画は、中学３年生を対象に公民の授業として実施する、との前提で、筆者と受講生または受
講生間で検討を行い、準備したものである。受講生２名が現職の中学校社会科教員であることおよ
び裁判員法が義務教育を終了した（同等の学識を有する者を含む）20歳以上の者に裁判員の選任
資格を与えていること（同法13条および14条１号）から、義務教育期間中に刑事裁判のルール等
を理解させることが必要である23と考えるからである。
　１　評議の内容
　実際の裁判員裁判では、裁判官および裁判員が、事実認定、法令の適用および量刑を、合議によ
り行う（同法６条１項１号ないし３号）。しかし、本企画においては、時間的な制約のほかに、以
下の理由から量刑評議の実施は困難であると判断し、罪責認定（事実の認定および法令の適用）に
限定して評議を行うことにした。すなわち、①量刑評議においては、従来の量刑相場を基本的に尊
重し、量刑相場を土台として一般国民の意見や感覚によって部分的に必要な限度で修正していく
ことが必要である24が、裁判官役を務める受講生だけでは量刑相場が分からず、また裁判員量刑検
索システム25の利用もできないこと、②それぞれの量刑事情をどのようにどの程度考慮に加えるの
か明確な基準がなく、受講生だけでは量刑評議の実施が困難であり、また企画当日に裁判員役とし
て参加する者（以下、「参加者」とする）にも分かりづらいことおよび③受講生の行刑に対する理
解が不十分であること等である。
　２　評議に使用する刑事事件の教材の選定
　比較的入手が容易であった次の４教材、すなわち法務省ウェブページ「よろしく裁判員」26の教
育教材である模擬裁判の台本27（以下、【教材１】とする）、模擬評議用DVD「裁判員裁判～あなた
も体験してみませんか～」（同【教材２】）、裁判員制度広報用映画「評議」（同【教材３】）および
裁判員制度広報用映画「審理」（同【教材４】）28について、それぞれ検討を行った。最終的に採用
したのは、【教材４】である（紙幅の関係上、【教材１】ないし【教材３】の検討内容は註に記載す
る29）。
　【教材４】は、被告人が被害者と電車内で口論になり、下車後、被害者から激しい暴行を受けた
ため、被害者をナイフで刺し死亡させた殺人被告事件（刑法199条）30である。被告人および弁護人
は、被告人が被害者をナイフで刺したのは、事件発生時に被告人と一緒にいた身重の妻および被告
人自身を、被害者の暴行から守るためであったことから、正当防衛（刑法36条１項）が成立し、
無罪であると主張する。これに対し検察官は、被告人が被害者を刺した時点では、被害者は現場か
ら立ち去ろうとしており、被告人らは危険が差し迫った状況にはなかったと主張する。「急迫不正
の侵害」（刑法36条１項）の有無を、証拠物ならびに目撃者および被告人の妻の証言等から判断す
るものである。また、情状について、被告人の前歴および被害者の母親の心情等の立証があり、有
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罪認定の場合はそれをふまえて量刑を判断するものである。
　【教材４】を採用するに至った理由は、①当該映画は、公判部分の映像を視聴するだけで模擬評
議が実施できるように製作されていること、②電車内での口論に端を発した正当防衛の事案であ
り、身近な事件として関心を持ってもらいやすいこと、③被害者にもかなりの落ち度がある事例で
あり、被告人＝悪、被害者＝善、との固定観念から脱しやすいことおよび④裁判官による「法令の
解釈」（裁判員法６条２項１号）を理解したうえで「法令の適用」（同法６条１項２号）を行う体験
ができること等である。なお、証言内容等が再現映像になっていることについて、実際の裁判では
証言という音声のみであるため、模擬体験には相応しくないとの意見と、再現映像があることに
よって、参加者が事件や証言内容を理解しやすいのではないかとの意見があった。また、映像中、
情状立証や被害者参加人による意見陳述（刑訴法316条の38）の場面があることについて、参加者
が混乱するため不適切であるとの意見と、罪責認定前に情状立証がなされる現状や、犯罪被害者等
が刑事裁判に参加する現行制度を、ありのままの形で体験させることが主権者教育として重要であ
るとの意見があった。
　３　配付資料
　参加者に対する配付資料を検討した結果、以下の通りとなった。
　裁判員制度の概要（以下、【資料１】とする）、審理に臨むに当たっての留意点（同【資料２】）、
殺人（刑法199条）、正当防衛（刑法36条１項）および過剰防衛（刑法36条２項）の条文（同【資料３】）、
法的事項に関する説明（チャート図）（同【資料４】）、審理の流れに沿って証言内容等を記入する
様式（同【資料５】）、検察官および弁護人の冒頭陳述の要旨（同【資料６】）ならびに検察官の論
告求刑および弁護人の弁論の要旨（同【資料７】）である。紙幅の関係上、【資料４】のみ末尾に掲
載する。
第二章　模擬評議企画当日の様子
一　出席者内訳
　比較的他の授業が開講されていない平日の午後に、本企画を開催した。企画の進行を担当する受
講者５名のほか、13名の参加者が出席した。合計18名の出席者内訳は、末尾に掲載する【出席者
内訳表】の通りである。
二　事前説明（約30分）
　筆者が本企画の趣旨を説明した後、受講生が裁判員制度の概要（【資料１】）として、裁判員制度
導入の経緯、裁判員の選任方法および職務内容等について説明する。また、審理に臨むに当たって
の留意点（【資料２】）として、審理に立ち会う者（裁判官、検察官、被告人、弁護人および被害者
参加人等）ならびに刑事裁判のルール（証拠だけで有罪か無罪かを判断すること、検察官に立証責
任があること、有罪とするには合理的疑いを超える立証が必要であること、裁判員と裁判官の意見
の重みは同じであること、評議は乗り降り自由であることおよび法律解釈については裁判官が説明
すること等）について説明し、参加者から質問を受け付ける。
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三　裁判員制度広報用映画「審理」の視聴（約１時間）
　受講生は、参加者に対し映画「審理」の登場人物を紹介する。出席者は、必要に応じて【資料５】
にメモをとりながら当該映画を視聴する。受講生は手続の区切りで映像を止めて、その都度争点お
よび証言の内容等を確認する。なお、参加者に評議のイメージを持ってもらうために、公判部分の
映像だけではなく、中間評議部分も放映する。本日の評議（罪責認定）には無関係である旨を説明
した上で、情状立証部分も放映する。
　出席者全員で検察官および弁護人の冒頭陳述の内容（【資料６】）を確認した後に、受講生が殺人
罪（刑法199条）、正当防衛（刑法36条１項）および過剰防衛（刑法36条２項）の概念ならびにそ
れぞれの成立要件を説明する（【資料３】および【資料４】）。また、出席者全員で本件の争点は「急
迫不正の侵害」（刑法36条１項）の有無であることを確認する。さらに、検察官の論告および弁護
人の弁論を確認し、それぞれの意見の相違を明らかにする（【資料４】および【資料７】）。
　視聴後、出席者全員が、現時点での自らの意見（有罪または無罪）を理由と共に整理する。
四　評議および評決（罪責認定）（約２時間）
　１　評議開始前の意見
　受講生５名が裁判官役（裁判長役は、現職の中学校社会科教員の内１名）、参加者13名が裁判員
役となり、評議が開始された。緊張を解き発言しやすい雰囲気作りを兼ねて、出席者全員（受講生
および参加者、計18名）が自己紹介や本企画への参加の動機等を述べた後、それぞれが現時点で
の意見（有罪または無罪）を理由と共に発表した。
　参加者13名の参加動機は、大別すると「裁判員制度に興味がある、評議を体験したい」（６名）、
「裁判員制度をよく知らない、知っておきたい」（５名）、「今回の模擬評議を、自分が教員になった
際の授業の参考にしたい」（２名）、というものである。
　評議開始前の意見は、有罪９名（内３名は過剰防衛成立との意見）、無罪９名であった。ただし、
有罪意見には、「無罪の推定」の原則の趣旨に反する意見（「正当防衛が成立するとは言い切れない
ので有罪である」）や、正当防衛または過剰防衛の要件へのあてはめに誤りがある意見も含まれる。
　２　評議の内容
　刑法36条１項の正当防衛の要件（【資料４】の要件ⅠないしⅣ）について、以下のような議論が
あった。なお、要件Ⅱは論点にならなかった。
　　１）　急迫不正の侵害の有無（要件Ⅰ）
　議論になったのは、「急迫性」が認められるか否かである。
　有罪意見の者からは、被告人が被害者を刺した時点では被害者からの暴行はすでに終了していた
（「急迫性」なし）との意見が出された。その根拠として、①「刺される直前、被害者は被告人に背
を向けて立ち去ろうとしていたように見えた」との目撃証言、②「被害者と被告人との距離は２メー
トル位離れていた」との被告人の供述、③「被害者が一息ついて暴行が一時中断した時に、被告人
はナイフを出している」ことおよび④「被害者は被告人に抵抗することなく刺されている（いまだ
暴行が終了していないのであれば、被害者は被告人の反撃から逃げたり身をかわしたりするはず）」
こと等が挙げられた。
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　無罪意見の者からは、暴行が終了したとは言えない（「急迫性」あり）との反論が出された。①「被
害者と被告人との距離（２メートル位）について、怒り狂った被害者が一歩踏み出せば届く間隔で
あり、暴行は終了していない」、②「目撃証言は、『被害者は立ち去ろうとしていた』であって、『立
ち去った』ではない」、③「被害者が立ち去ろうとしていたとしても、被告人の妻の方へ向かい、
妻に暴行する可能性もある」、④「被害者からの暴行が一時中断したからこそ、被告人がナイフを
取り出せたにすぎない」および⑤「被告人は自分のほかに妻と胎児も守らなければならない（１対
１の喧嘩ではない）ため、被害者が現場から少し離れたくらいでは、暴行が終了したとは言えない」
との意見である。
　また、現場から約10メートル離れた地点からの目撃証言の信憑性について、有罪意見の者から
は、①「10メートル離れていても被害者がどの方向を向いているかは見えるはず」および②目撃
者が第三者であることから、目撃証言には信憑性が認められるとの意見が出される一方、無罪意見
の者からは、①「現場から10メートルも離れていて、かつ現場と証人の間に大勢の通行人がいる
状況での目撃証言には信憑性はない」および②「目撃証人は『被害者が立ち去ろうとしているよう
に見えた』と証言したが、一方で『被害者が立ち去ろうとしていると判断した根拠は特にない。見
たままを証言しているつもりである』と証言したことから、実際に被告人が立ち去ろうとしていた
か否かは不明である」との反論が出された。
　　２）　防衛の意思の有無（要件Ⅲ）
　有罪意見の者からは、防衛の意思は認められないとの意見が出された。その根拠は、①「被害者
を刺したのは、さんざん殴られた上、身重の妻にも手を出されて許せなかったから」との被告人の
供述、②「かっとなってやったんですね」との検察官の質問に対して被告人が反論できなかったこ
とおよび③被告人は被害者をナイフで一突きにしているため防衛の意思は認められない、等であ
る。
　これに対し、無罪意見の者からは、「『許せなかった』または『かっとなった』との感情は、激し
い暴行を受けていた被告人が当然持つ感情であり、これらの感情があったからといって防衛の意思
がなかったとは言えない、これらの感情と防衛の意思は両立し得る」との反論が出された。
　　３）　防衛行為の必要性および相当性（要件Ⅳ）
　過剰防衛（刑法36条２項）の成立を認める者の意見は、被告人が被害者を「いきなり胸を一突
きに刺して殺した」点を非難するものである。すなわち、被告人は被害者に激しい暴行を受けてい
たとはいえ、いきなり胸を一突きに刺すのではなく、まずはナイフで威嚇する、致命傷とならない
程度に切りつける等の段階を踏むべきであり、被告人の行為は防衛行為としての必要性または相当
性を欠くとの意見である。
　これに対し、無罪意見の者からは、①「被告人は被害者から立ち上がることもできないほどの激
しい暴行を受けており、ナイフを使う必要性および相当性が認められる」、②「一方的に暴行を受
けていた被告人に、程度を測りながら相手を脅かすという段階を踏む余裕はない」、③「被告人は
自分のほかに、妻や胎児の命も守る必要がある」および④「被害者の胸を一突きに刺したのも、無
我夢中でたまたま胸にナイフが刺さっただけであるから、防衛行為として必要かつ相当である」と
の反論が出された。この点について、裁判長役の受講生から、正当防衛は「正（被告人）対不正（被
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害者）の関係」であるから、当該防衛行為が唯一の手段であることは不要であり、また厳格な法益
の均衡も要求されない旨の説明があった。その結果、防衛行為の必要性および相当性が認められる
との点については、意見の一致をみた。
　３　評決（罪責認定）
　時間不足もあり、全員一致の評決とはならなかった。多数決の結果、「有罪」との評決が出た（有
罪11名、無罪７名）。
五　出席者からの感想
　１　将来の法教育の担い手として
　教員志望者や現職の教員からは、裁判長役を務めることができる教員の育成が重要であるとの意
見が多数出された。また、「法律の知識がないので、自分が模擬評議を運営していくことについて
不安がある。有罪か無罪か（罪責認定）ではなく、執行猶予をつけるか否か（量刑）についての
評議の方が、教員としてはやりやすいと感じた」との意見が出された。さらに、「学習指導要領に
おいて裁判員制度がどのように取り扱われているのか不勉強で分からないが、裁判員制度を学ばせ
る目的が法律を正しく理解することであれば、法律をもっと勉強する必要がある。しかし、裁判員
制度に寄与する態度を養うことであれば、細かい法律の話をしてしまうと、中学生は混乱して嫌に
なってしまうのではと危惧する」との意見があった。
　他方、「本日の自分の参加目的（裁判員制度を体験し、政治等への関わり方を考える）は達成さ
れた。これらは法教育としても重要であり、模擬評議を行う意義は大きい。中学生には論点を整理
する力を修得させ、裁判員として主体的に裁判に参加する態度を学ばせることも必要であると思う
ので、将来教員になった際にはそこに重点を置いた授業を行いたい。教員として模擬評議を運営す
るためには、資質が必要であることを認識したので、今後研鑽を積みたい」との肯定的な意見も
あった。
　２　映像（動画）を使用した点について
　法廷でのやり取りや事件現場の再現等を、映像（動画）で見た後に評議がなされたことについて、
映像化によって被告人と被害者のイメージが固定されてしまうことや所々で効果音が入ってくるこ
とから、客観的に判断するのが大変難しい、との意見があった。また「動画ではなく、報道番組で
使用される絵（法廷イラスト）等の静止画の方がよい。現場の見取図を示して『こういう状況でし
た』、イラストで顔だけ映して『検察官はこのように尋問しました』、『証人はこのように証言しま
した』とすると、より客観性が増すのではないか」との提案がなされた。これに対し、企画の準備
を行った受講生（中学校社会科教員）から、「教材選定の検討過程において、この教材は被告人や
被害者等いろいろな立場からの映像が使用されているので、参加者が混乱するのではないかと危惧
した。しかし、実際に中学生が裁判で争われる事件を考えていくときには、イメージが非常に重要
になると思い、本企画ではこの映像を使用することになった。動画より静止画がよいとの提案は、
大変参考になった」との意見があった。
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　３　法教育の一環として模擬評議を実施することについて
　法教育として、模擬評議を実施することは難しいとの意見があった。「映像を使用した模擬評議
を行う場合には、証拠や証言は正しいとの前提で行うしかない。しかし、本来は証拠や証言の正し
さを疑うことが必要である。証拠の裏付けがあるのか、証言内容の正確性が担保されているか等を
確かめる方法はなく、すべて正しいとの仮定のもとで行わなければならない」との意見である。
　また、現職の中学校教員からは、「本日は非常に多くの意見が出され、論点が整理され徐々に明
確になっていった。しかし、中学校の授業で模擬評議を行うと、中学生からこれほど多くの意見が
出ることはまずない。教員としては評議の進行に困ることになると思う」との意見があった。
　４　「疑わしきは被告人の利益に」の原理について
　一貫して無罪を主張していた参加者から、「評議体としての最終結論（有罪）に、いまだに納得
できずにいる。どうしてあの程度の検察官の立証で、有罪意見が多数を占めたのか疑問に感じる」
との発言があった。当該意見について反論が出ない中、裁判長役の受講生から「『疑わしきは被告
人の利益に』の原理について、評議の冒頭で説明するだけではなく、評議中にも何度か言及すれば
よかったかもしれない。そうすれば結論がまた変わったかもしれない」との反省とともに、「模擬
評議の授業終了後に、生徒に、『本当に合理的疑いを超える立証があったと言えるのか』との疑問
を抱かせることができたら、授業としては大成功だと思う」との意見が述べられた。
　５　その他
　「最終的な評決が自分の意見とは異なる場合であっても、その評決に基づいた判決が言い渡され
る。そのような判決に自分が関わった事実を受け入れることは、非常に負担を感じる」との意見が
あった。また、「自分の判断によって他人の一生を左右するのは確かに危険だと思うが、一方で判
断する立場に立った際に、全能感を持った気になってしまうことがある。裁判員の中には、被告人
を懲らしめたいと思っている人も多い。実際に裁判員になったときに、そのような意識が働くと危
険だと思う」との意見があった。
第三章　考察
一　本企画の運営について
　１　評議開始後、まず裁判長役の受講生が、他の出席者にそれぞれの結論とその理由を聞き、そ
れらを正当防衛の要件にあてはめて整理し、確認しながら議論を進めた。それによって、全員が発
言者の意見の法的位置づけをより明確に理解することができていた。また裁判官役の受講生は、自
分の意見を述べる際に、自己の経験に照らして証拠を評価し、事実認定を行い、法律の文言（正当
防衛の要件）に照らし合わせながら、また正当防衛の制度趣旨を念頭に置きながら発言をしてい
た。評議開始当初は場当たり的かつ直感的に意見を述べる傾向があった参加者も、自然にこれにな
らって発言するようになった。裁判官役の受講者が模範を示すことによって、裁判員役の参加者が
法的なものの見方に触れることができたからだと思われる。
　２　筆者は、裁判長役の受講生から法の解釈について指導を求められた場合のみ発言し、評議に
は加わらなかった。２時間弱の評議であったが、各自の発言量に極端な偏りなく、非常に活発な議
論が行われたのは、刑事法関係の授業を一通り履修しているものの、法律の専門家ではない受講生
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が評議を運営したこと、また受講生が話しやすい雰囲気づくりに努め、裁判員役の参加者に発言の
機会が十分に与えられていたことに加え、発言順、発言内容および発言量にも配慮していたことに
よって、教室型コミュニケーション31に陥ることがなかったことも一因であろう32。
　３　一方、刑事裁判のルールについては、評議前の説明だけでは、参加者がその内容を十分理解
できたとは言い難い状況であった。模擬評議は、裁判員制度教育を含む法教育の思考型および体験
型学習ツールとして推奨されている。確かに、法的なものの見方や刑事法の考え方を修得する点に
おいて、模擬評議は有効であると思われる。しかし、刑事法への理解が不十分なままに評議を実施
することについては、警戒が必要であろう。探究的な学習活動を行うためには、基礎的な知識を既
に獲得していることが前提になる33。例えば「疑わしきは被告人の利益に」の原理について、生徒
が当該原理を十分に学んだうえで評議を体験するからこそ、生徒は実体的真実発見の要請と人権保
障の要請（刑訴法１条）との衝突を実感できる。そして、個人の尊重（憲法13条前段）および適正
手続の保障（憲法31条）という憲法の価値を通して当該原理の理解を深めることができる。さらに、
刑事裁判実務は果たして当該原理に忠実な形で運用されているのだろうか、との批判的視点をもつ
ことができるからである。そのためには、刑事裁判のルールとその内容のみを説明するだけではな
く、なぜそのようなルールが必要なのかその背景にも触れる必要があろう。「疑わしきは被告人の
利益に」の原理の説明に関しては、無辜の不処罰という刑事裁判の目的や冤罪事例を紹介する等、
様々な角度からの説明を行うとともに、評議前の説明だけではなく、評議中にも回を重ねて説明す
る必要があったと思われる。
　また、参加者から法の理解や刑事裁判のルールについて誤った発言（「疑わしきは被告人の利益
に」の原理および立証責任に矛盾する発言ならびに殺人の故意と防衛の意思とを混同した発言等）
があった際、裁判官役の受講生からの訂正や補足説明が不十分なために、評議体全体が誤った認識
に立ってしまった場面が何度かあった。事前学習や裁判官役からの説示が不十分であれば、裁判員
役の参加者がそのような誤りに気付く可能性はほとんどない。評議を運営する際には、不十分な説
示によって、評決の行方が左右される可能性だけではなく、裁判員役の参加者に誤った認識を与え
てしまう危険があることを十分意識しなければならない。
　４　本企画は、罪責認定の評議に限定して行われた。また、裁判官役は、法律の専門家ではない
大学院生および学生が務めた。しかし、できるだけ実際の任務に近い形で裁判員を体験させるとい
う観点からは、罪責認定評議だけではなく量刑評議も実施し、それぞれの内容を体験させることが
望ましい。また裁判官（法律の専門家）と一般国民（非専門家）が協働で行う評議を実施し、成員
異質性を体験させることが望ましい、ということになろう。他方、授業の一環として模擬評議を行
う場合には、様々な問題が生じる。例えば、①時間的制約、②法律専門家の協力をどのようにして
得るかおよび③評議体の大きさの問題（実際の裁判員裁判では、裁判官３名および裁判員６名（計
９名）の評議体であるが、生徒の人数の関係で大きな評議体になってしまう）等である。
　また、模擬評議のために用いる刑事事件の教材について、評議を実施する趣旨が裁判員制度その
ものを体験させることであれば、事実認定、法令の適用および刑の量定という裁判員の任務それぞ
れを、それらの難しさも含めて体験させることができる教材を使用する必要があるかもしれない。
しかしながら、模擬評議を任意参加の企画ではなく授業として行う場合には、生徒の理解力の問題
から、議論に加わることができない者や内容に興味を持てない者も出てこよう。一方、生徒に理解
しやすい内容であることおよび全員が参加できることを重視し、あえて簡易な内容の教材を用いる
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と、模擬評議が「単なる楽しいイベント」となってしまう危険や、実際の裁判員の任務のごくわず
かしか体験していないにもかかわらず「これで裁判員に選ばれても大丈夫」との誤った感想を生徒
に抱かせてしまう危険がある。そうなれば、「司法に対する国民の理解の増進とその信頼の向上に
資する」（裁判員法１条）として導入された裁判員制度を生徒に批判的に考察させ、主権者として
の資質を身につけさせることにはつながらない。教員は、生徒の発達段階や、評議を実施する目的
等を勘案して、どのような評議体の構成でどのような内容の評議を行うか、また教材としてどのよ
うな事件を用いるかを慎重に検討する必要があろう。
二　教員養成および主権者教育の観点から
　１　本企画の準備および運営に当たった受講生は、教材の選定および法律概念の説明方法の検討
を通して刑事法の考え方を学び、また、模擬評議の運営を通して参加者の発言から教訓を得るとと
もに、幾分かの法教育の実践力を修得することができたと思われる。現職の教員からは、復職した
際には、公民科の授業として模擬評議に取り組みたいとの声が聞かれた。
　２　本企画への参加者のうち、教員志望でない者は、法学関係の科目（法学概論、刑法および刑
事訴訟法等）を履修済みである。彼らの本企画への主な参加動機は、裁判員の任務を模擬体験する
ことによって授業で学んだ裁判員制度の意義や問題点を実感してみたいというものである。彼らは
法の理念と実務との乖離を体験し、「『疑わしきは被告人の利益に』の原理に従って判断することの
難しさを学んだ」、「『法令の解釈』を理解することは非常に難しかった。裁判員制度の制度設計で
は、法律を知らない一般国民でも裁判員の任務が務まるとしているが、本当に務まるのか疑問であ
る」との感想を述べた。また、本企画での体験をふまえ、憲法上の議論とあわせて、裁判員の精神
的負担を軽減するために、少なくとも裁判員対象事件から死刑判決の可能性がある事件を外すべき
であると主張する卒業論文を執筆した学生もいる。
　一方、参加者のうち、教員志望者の半数以上が、「日本国憲法」（教員免許取得の必修科目）のみ
しか法学関係の科目を履修していない状況であり、本企画を機に初めて裁判員制度について考え
た、初めて刑事法の考え方に触れた、という者であった。例えば、教育学部学校教育教員養成課程
においては、卒業要件として教員免許の取得が課されているため、科目の履修に際しては「教員免
許取得に必要な科目であるか否か」を第一に考慮せざるを得ず、単に「授業内容に興味があるか
ら」、「自分の知識が不足する分野を勉強したいから」との理由で履修することが難しい状況にある
ことが大きな要因であろう。彼らからは、評議前の受講生による説明の際、裁判員制度や刑事手続
についての質問が多数あった。例えば、「判決が出るまでの期間はどれくらいか」、「裁判員制度の
メリットとデメリットは何か」および「仕事を理由に裁判員の任務を辞退することは可能か」等で
ある。また、彼らの本企画への参加動機は、「裁判員制度についてほとんど知らないのでこれを機
に学びたい」というものが最も多い。さらに評議中、刑事法の考え方に矛盾した発言（第三章一３
参照）があったのも、主に教員志望者である。また、彼らは、本企画を通じて初めて刑事法の考え
方および裁判員制度の概要を学んだという状態であり、更に踏み込んで主権者として現行制度を批
判的に考察する段階までは至らなかったように感じられた。少なくとも本企画の参加者に関して
は、法教育を担うべき教員志望者の資質が、そうでない者よりもかなり劣っている現状である。模
擬評議等を通じ、まずは教員志望者自身が、法的なものの見方や刑事法の考え方を学ぶとともに、
国家権力の監視役としての「批判的市民」たる資質を身につけなければならない。
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　３　模擬評議を初等中等教育課程における授業として実施する際には、運営する教員に多大な負
担と責任がかかる。裁判長役の教員には、法的知識のみならず、刻々と進む議論の内容を瞬時に理
解し、整理し、評議を進行する力が求められる。また裁判員役の生徒から多くの発言を得て、それ
らを醸成させるような評議にすることも必要である。評議終了後に「模擬評議を授業で行った場
合、生徒から意見が出ずに困るのではないか」との感想があった。生徒を評議に参加させ、多くの
発言を得るためには、付箋紙法34を利用する等の工夫をすることも有効であると思われる35。
　しかし、以上のような教員側の能力に鑑みれば、教員だけで模擬評議を運営することは難しい現
状がある。一方で、前述したように法教育の実施を法律専門家に丸投げすることは適当ではない。
裁判所や法務省の出張授業等の中には、裁判員制度への参加を促すという一定の方向づけがなされ
ている場合があるからである。したがって、法律専門家と連携する場合であっても、教員が法教育
を主導すべきである。教員が研修等を通してある程度の知識や実践力を修得したうえで、評議の運
営は教員が担い、必要に応じて法的アドバイスに関して法律専門家の協力を仰ぐ形で、模擬評議を
実施することもひとつの方法であろう。
　このような教員主導の法教育を実施するためには、法教育担当教員の養成が急務である。本企画
に参加した教員志望者は、評議を通じて法的なものの見方や刑事法の考え方に触れるとともに、少
なくとも自らの資質を向上させる必要性を認識することができたといえるかもしれない。しかし、
不参加の者を含め今後彼らをどのようにして養成していくのかは未解決のままである。法教育の在
り方の研究と並行して、法教育担当教員養成の在り方についての議論36が必要であろう。
おわりに
一　「法教育を念頭に置きつつ、法学者が自らの研究する法領域を見直してみるという作業には、
それぞれの法領域の基本的な考え方や価値、特徴的な法技術や制度を、意識的に再検討することを
促すという副次的なメリットがある」との指摘がある37。筆者が本企画を通して気づいた点を三点
挙げたい。
　第一は、裁判員が法的概念を正しく理解しているか否かを確認することの難しさである。本企画
終了後に参加者の１人から「人を殺しておいて無罪はあり得ない（殺意をもって被害者を死に至ら
しめた以上、被告人は罰せられるべき）ので、評決の際には『有罪』に挙手した」との発言が筆者
に対してなされた。視聴した中間評議の映像中に、裁判員からの「殺すつもりだったのに正当防衛
が成立して無罪になることがあるのですか？」との質問に対し、裁判官が「相手の人を殺さないと
自分の命が危ないという差し迫った状況の人に対して、あなたの行為は悪いことだと言えるでしょ
うか」と説明し、質問者が「確かに言えないかもしれませんね」と答える場面がある。また裁判長
役の受講者からも正当防衛の本質についての説明があった。全員が正当防衛について正しく理解し
たうえで評議を行ったとの認識でいたところ、そうではなかったことが企画終了後に判明した。評
議中、当該参加者から正当防衛の概念に関して一切の質問はなく、当該参加者は疑問を解決しない
まま安易に有罪意見に同調してしまったとのことであった。裁判員が裁判官の「法令の解釈」を正
しく理解することは、「法令の適用」の前提条件である。しかし、裁判員が自らの疑問を明らかに
せず、また疑問がないかのように装って他の意見に同調する等の態度をとった場合に、それを見破
ることは困難であろう。実際の裁判員裁判で、このような事態が生じる危険はないのか、その担保
はどうするのかという検討が必要である。また、一般市民が理解しにくいと思われる刑法上の概念
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を検討した司法研修所の研究報告書には、「正当防衛という用語は、日常生活の中で使われている
こともあり、漠然とどういうものかということは理解されているように思われる。相手から殺され
そうになったので、自分の身を守るために反撃して相手を殺してしまう行為が、なぜ正当化される
のかということも、さほど疑問なく受け入れられているといえよう。〔…〕その意味では、正当防
衛の概念の本質的なものは、比較的理解しやすいといえる」38との記載がある。しかし、「正当防衛
は一般人にとって比較的理解しやすい概念である」との前提を再考する必要があるかもしれない。
　第二は、裁判長による説示の重要性である39。本企画においては、評議開始前に、「疑わしきは
被告人の利益に」の原理の説明がなされたものの、参加者からその趣旨に反する発言があった。ま
た参加者から、「証拠裁判主義」に関し、検察官の論告および弁護人の弁論は意見であって証拠で
はない、一方、証言は証拠になる、という点について、その区別が分かりづらく非常に混乱したと
の感想があった。実際の裁判員裁判では、裁判員法39条１項および同規則36条に基づいて、裁判
員が選任された後、宣誓の際に、検察官および弁護人の立会いの下、裁判長が用意した案に基づい
て、証拠裁判主義、検察官に立証責任があることおよび「疑わしきは被告人の利益に」の原則に言
及した説示が行われているという実情である40。裁判員が「独立してその職務を行う」（同法８条）
ためには、裁判長から十分な説示を受けるとともに、裁判員が説示の内容を理解し、その趣旨にし
たがって評議を行う必要がある。しかし、説示が不十分であったとの裁判員経験者からの指摘も
ある41。説示次第で評決が変わる可能性があるため、裁判長がどのような説示を行うべきか（内容
はもちろん時間や回数、非公開ではなく公開の法廷で行うべきか等を含む適切な説示のあり方）の
検討とともに、裁判員が常に説示内容を意識して評議に臨むことができるような方法を確立しなけ
ればならない。
　第三は、手続二分論的運用の必要性である。過剰防衛が成立するとの主張をした参加者から、
「ナイフで刺すほどの必要があったのか」、「殺すほどのことではない」との発言があった。視聴し
た映像中に、検察官が、情状立証の段階で被害者参加人（被害者の母親）の意向を踏まえて「確か
に被害者は被告人とその妻に暴力を振るったが、ナイフで刺すまでの必要があったのですか、突然
かけがえのない息子を失ったお母さんの気持ちをあなたは分かっていますか」と尋問する場面が
ある。また被害者参加人が、「息子にも落ち度はあったかもしれませんが、殺すほどのことではな
かったと思います」と意見陳述する場面がある。当該参加者の発言は、検察官および被害者参加人
の発言内容をほぼそのまま引用するものであった。裁判官役の受講生から情状立証部分の映像を流
す際に、「今回の評議には関係ないので、無視してください」との注意喚起および「被害者参加人
の意見は証拠ではない」との説示があったにもかかわらず、影響を受ける者や混乱する者がいた様
子であった。罪責認定手続（犯罪事実の存否を争う手続）と量刑手続（犯罪事実の存在を前提に被
告人の刑を量定する手続）を分離して扱うべきであるとする手続二分論ないし手続二分論的運用
が、罪責認定の純粋性の確保42等を根拠として活発に議論されているところである43。一方で、「裁
判員裁判をやっていて、手続二分論的な運用が必要だと感じたことはありません」との裁判官の意
見がある44。しかし、裁判員に対する注意喚起だけでは「罪責認定の純粋性」原理が貫徹されない
現実の懸念45に加え、一般市民である裁判員に分かりやすい評議（同法66条５項参照）という観点
からも、手続二分論的な運用が必要であろう。
二　筆者が、受講者とともに模擬評議を企画することになったのは、受講生の中に現職の教員が複
数おり、彼らから実際に行っている法教育の内容を伝え聞いたことおよび教員志望者が受講生の多
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数を占めていたという偶発的な事情からであった。また、このような企画を実施するのは初めてで
あり、企画内容や運営方法等について、手探りで進めざるをえなかった部分が多く存在する。「難
しかったけれど参加してよかった」との参加者からの意見を励みに、次回以降の実施につなげたい。
　また、筆者は、2013年７月に教員免許状更新講習の選択講座「刑事手続と裁判員制度」を担当
する機会に恵まれた。本企画で参加者の理解が不十分だった「疑わしきは被告人の利益に」の原理
や裁判員制度の内容を中心に講義を行うとともに、模擬評議を実施した。さらに、講座を受講した
現職の教員の方々に、法教育に関するアンケートにご協力いただいた。講習やアンケートを通して
明らかになった、法教育の現状や法教育を実施する難しさ等、現職の教員が抱える課題の検討につ
いては、他日に期することとしたい。
　以下の註におけるウェブページへの最終アクセス確認は、いずれも2013年９月25日である。
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い手」36頁、神谷説子「アメリカ法教育見聞記（第２回）」法律時報83巻12号95頁（2011年）、橋
本康弘「新学習指導要領における法教育―法教育に関して法律実務家に求められること―」法律の
ひろば65巻10号４頁（2012年）。
17 例えば、一場康宏「裁判所における法教育への関与」法律のひろば63巻６号23頁（2010年）は、
91
裁判所による出張授業後に、ほとんどの生徒から「もし自分が裁判員に選ばれたら必ず参加しよう
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19 古井明男 他「市民のための法教育委員会座談会」自由と正義59巻10号８頁（2008年）。
20 教育職員免許法施行規則66条の６参照。
21 坪井・前掲註（9）689頁。
22 栗原宏武「裁判員制度と大学での法教育の必要」大学時報327号92頁（2009年）は、法教育の実
施が、小中高校生等にとどまらず大学生や大学院生にも必要だと指摘する。
23 後藤貞人「特集 刑事司法情報と法教育―裁判員裁判時代の法教育のゆくえ― 裁判員裁判と法教
育―」刑法雑誌52巻１号55頁（2013年）は、裁判員の選任手続の実態として、刑事弁護人や検察
官は、不選任の権利を有効に生かすことができず、基本的にはクジに任せるほかないことを指摘
し、国民が裁判員候補者として裁判所に出頭する時点ですでに裁判員の資質を備えている必要があ
る、とする。
24 井田良「裁判員裁判と量刑」論究ジュリスト２号59頁（2012年）は、科刑の安定性と公平性を
担保するために、裁判員裁判における量刑は、これまでの量刑傾向を一度すべて否定して、ゼロか
ら量刑水準を構築するようなものではあり得ない、とする。
25 裁判員量刑検索システムとは、裁判員裁判のために最高裁が整備した量刑データベースである。
実際の裁判員裁判では、ほとんどの事件において同システムが利用されている。同システムは、同
種先例の大まかな量刑傾向を視覚的又は具体的に把握できる量刑資料を裁判員に提供することに
よって、裁判員裁判においても、行為責任の原則に則った効率的かつ充実した量刑評議を実現させ
ることを目的とするものである。杉田宗久「量刑事実の証明と量刑審理（下）―裁判員裁判におけ
る量刑審理を中心に―」判例タイムズ1313号47頁（2010年）参照。
26 法務省「よろしく裁判員」<http://www.moj.go.jp/keiji1/saibanin_info_saibanin_kyozai.html>。
27 法務省「裁判員制度教育教材 模擬裁判シナリオ」<http://www.moj.go.jp/content/000003693.
pdf>。
28 【教材２】ないし【教材４】は、いずれも最高裁判所が企画および製作にあたったDVDである。
【教材２】については、宇都宮地方裁判所より、DVDの貸与および副読用パンフレットの寄贈をそ
れぞれ受けた。
29 【教材１】は、被告人が老女を路上で突き飛ばし、転倒させ、現金入りの巾着袋を奪ったうえに
怪我を負わせた強盗致傷被告事件（刑法240条前段）である。被告人および弁護人は犯行を否認し
無罪を主張する。多数の証拠、証言および供述の信用性について、多面的多角的に考察し、事実認
定を行うものである。本教材については、①証拠の多面性や「合理的疑いを超える立証」を学習す
るには有益である、②参加者から多数の発言が出ることが期待できる、との意見があった。他方、
①模擬裁判の台本に沿って受講生が演じたとしても、臨場感に欠け「本物の裁判」の雰囲気が出に
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くい、②実際の裁判員裁判では、事実認定だけではなく法令の適用が問題になることが多いので、
事実認定および法令の適用（「法令の適用」の前提となる「法令の解釈」の理解を含む）が問題と
なる教材を使用することが望ましい、との意見があった。
　【教材２】は、被告人が、通行人に顔面殴打等の暴行を加え、現金を強取したうえ、傷害を負わ
せた強盗致傷被告事件（刑法240条前段）である。検察官は、被告人が当初から現金を奪う目的で、
被害者に抵抗できないほどの暴行および脅迫を加えたうえで現金を奪い、怪我をさせたと主張する
のに対し、被告人および弁護人は、被害者を殴って怪我をさせたことおよび「金を出せ」と言って
被害者から現金を奪ったことは争わないものの、金品略奪目的の暴行ではなく、被害者が抵抗でき
ない状況ではなかったとして、傷害罪（刑法204条）および恐喝罪（刑法249条１項）が成立する
にすぎないと主張する。実況見分調書、被害者の証言および被告人の供述等から事実関係を認定
し、被害者が受けた暴行および脅迫の程度が「強盗」のレベルなのか「恐喝」のレベルなのかを判
断した上で、さらに情状をふまえ量刑も判断するものである。本教材については、①当該映画は模
擬評議用に製作されたものであるため、参加者が裁判員となって判断するという本企画に利用しや
すい、②充実した内容の副読用のパンフレットがあり、参加者が裁判の流れに沿って内容を追うこ
とができる、との意見があった。他方、①被告人の暴行および脅迫の程度が、「強盗」のレベルな
のか「恐喝」のレベルなのかを判断するためには、裁判官役の受講生に刑法各論の知識が要求され
る、②また参加者にとっても両者の差異が分かりづらく、あまり関心が湧かないのではないか、と
の意見があった。
　【教材３】は、被告人が、同人の婚約者と同人の学生時代からの親友（被害者）が関係を持った
ことを知り、被害者にナイフで怪我を負わせた殺人未遂被告事件（刑法203条、刑法199条）である。
被告人および弁護人は、殺意はなかったとして傷害罪（刑法204条）が成立するにすぎないと主張
する。「殺意の有無」について、被害者および婚約者の証言ならびに被告人の供述等から判断した
うえで、情状をふまえ量刑も判断するものである。本教材については、①当該映画は評議のイメー
ジを国民に持ってもらうことを目的に製作されたものであり、評議の前提である公判部分の映像が
少ないために、模擬評議の教材としては使いづらいとの意見や、②男女関係のもつれが事件の動機
となっており、中学生向けの教材としてはふさわしくないとの意見があった。
30 被告人は銃砲刀剣類所持等取締法違反の罪でも起訴されているが、この点については争わない
とした。
31 森本郁代「コミュニケーションの観点から見た裁判員制度における評議―『市民と専門家との協
働の場』としての評議を目指して―」刑法雑誌47巻１号153頁（2007年）は、教室型コミュニケーショ
ンの典型として、裁判官が質問し、裁判員がそれに答え、最終的に裁判官が当該論点における結論
を確定するという、裁判官が評議の主導権を握る構造を挙げる。
32 山内雅哉「裁判員裁判における評議にむけて―模擬評議レポート―」自由と正義60巻３号54頁
（2009年）は、法律の専門家である弁護士が裁判長役を担当した模擬評議において、「議論の複線
化」を念頭に置き、裁判員同士が議論するような評議を目標としたが、結果は、裁判長が発言を促
し裁判員が発言するという方式に終始してしまったと述べる。また石塚伸一「特集 刑事司法情報
と法教育―裁判員裁判時代の法教育のゆくえ― 共同研究の趣旨」刑法雑誌52巻１号１頁〔渡邊発
言および札埜発言〕（2013年）は、法曹関係者が評議に入らないメリットを指摘する。
33 坪井・前掲註（9）689頁。
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34 大塚裕子 他「付箋紙法による論告分析型評議の実践」法律時報81巻９号70頁（2009年）。付箋
紙法とは、①裁判官および裁判員全員が、証言の内容を１枚の付箋紙に１件ずつ書き出し、②当該
付箋紙を模造紙等に時系列に貼り、③全員で確認しながら、裁判官が類似の内容の付箋紙を重ねて
証言を時系列に整理し、証言対照表を作成するものである。これによって、全員が証言内容を共有
できるとともに、事件の内容を把握することが容易になる。
35 企画の準備段階で、受講生らは付箋紙法を用いた評議を試みた。事件の時系列整理や争点の把握
に役立つだけではなく、参加者が評議に積極的に関与でき、多くの者が評議に参加しやすいとの意
見があった。その反面、時間がかかるとの意見もあった。付箋紙法を実施する場面を厳選するとよ
いかもしれない。
36 江澤・前掲註（7）91頁は、法教育の指導のためには、日本国憲法２単位の履修だけでは十分で
はなく、履修科目を増やすことも含めた大胆な改革が望まれるとする。また関東弁護士連合会編
『これからの法教育―さらなる普及に向けて―』（現代人文社、2011年）146頁は、「大学の教員養
成課程において、法教育について学ぶ講義や演習を設け、これを必修とし、すべての教員が法教育
の重要性を知ることができるようにすべきである」と提言する。一方、上田恵理子「教員養成課程
における法教育の担い手養成にあたって―教科専門教育担当教員の視点から―」法と教育２号87頁
（2011年）は、必修講義や科目の新設は、法教育に関する学びを充実させる特効薬として作用する
可能性がある一方、教員と学生双方にとって不条理な精神的負担および時間的負担を強いるだけと
いう危険をもはらむとし、まずは現行カリキュラムの枠組みの中で法教育についての学びを行うこ
とが必要であると指摘する。
37 大村・前掲註（12）「はじめに」８頁。
38 司法研修所編『難解な法律概念と裁判員裁判』19-20頁（法曹会、2009年）。
39 五十嵐二葉『説示なしでは裁判員制度は成功しない』（現代人文社、2007年）。
40 守屋克彦「裁判官の説示、評議のあり方、多数決制の見直し」季刊刑事弁護72号36頁（2012年）。
41 一般社団法人裁判員ネット「裁判員制度市民からの提言2012春」７頁は、「無罪推定の原則」お
よび「証拠主義」という刑事裁判の鉄則を裁判官から丁寧に教えられたと述べる裁判員経験者がい
る一方、「刑事裁判の理念については、十分な説明がなかった」と話す別の裁判員経験者の感想を
紹介する<http://saibanin.net/updatearea/news/files/2012/05/teigen_20120519_1.pdf>。また、裁判
員経験者の「裁判員制度と周辺環境における提言書」（2012年）３頁は、「専門知識ではない刑事
裁判の原則等のいわゆるルールは選任時だけでなく、随時わかりやすく説示を行い、時間に追われ
て基本的なルールが抜け落ちたまま議論が始まることがないように全員への理解を徹底してくださ
い」とし、選任時しか説示が行われていない点を批判する<http://akitadaishakyou.p1.bindsite.jp/_
src/sc853/92F18CBE8F9181i83v838C83X97p81j.pdf>。
42 罪責認定の純粋性の確保とは、純然たる量刑証拠（例えば、被告人の前科および被害者の処罰感
情に関する証拠等）が、被告人の罪責認定の判断に影響を及ぼすことを遮断することをいう。
43 例えば、上田國廣「裁判員裁判と手続二分論」季刊刑事弁護44号34頁（2005年）、青木孝之「争
いのある事件における手続二分」季刊刑事弁護72号31頁（2012年）、杉田宗久『裁判員裁判の理論
と実践』（成文堂、2012年）等。
44 酒巻匡 他「座談会・裁判員裁判の現状と課題」論究ジュリスト２号４頁〔栃木発言〕（2012年）。
45 杉田・前掲註（25）「量刑審理（下）」47頁。
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【出席者内訳表】
正当防衛（刑法 36条 1項）が成立するか 
         → 要件Ⅰ：急迫不正の侵害に対し 
要件Ⅱ：自己または他人の権利を 
要件Ⅲ：防衛するため 
要件Ⅳ：やむを得ずにした行為（必要性・相当性） 
Ⅰ～Ⅳすべてあり                Ⅰ～Ⅳのいずれかがない 
 
 
Ⅰ～Ⅲあり、Ⅳなし           それ以外 
弁護人の主張 検察官の主張 
研究科・学部 課程・学科・専攻等 受講生 参加者（受講生以外） 合計人数
8）※※※（4）※※（4修専育教科会社
11修専発開ムラュキリカ
学校教育教員養成課程（社会科教育専攻） 1 4 5
11）攻専育教校学（程課成養員教育教校学
22）※（程課成形間人合総
11）※（科学会社際国部学際国
計：5 計：13 計：18
教育学研究科
教育学部
正当防衛（36 条 1 項）が成立 
殺意（相手の人が死んでしまってもかまわないと思っていたこと）をもって、人を死なせた場合
正当防衛（36 条 1 項）が不成立 
過剰防衛（36 条 2 項）が
成立 
過剰防衛（36 条 2 項）が
不成立 
殺人罪（199 条）が成立 
but 
過剰防衛（36条 2 項）  
となり、刑が任意的に 
減免される 
殺人罪（199 条）が成立 無罪 
被害者が刺される 
直前の様子を認定し、 
要件Ⅰ～Ⅳの有無を確認 
　※は、教員養成を目的としない課程および学科である。
　受講生（※※）の内２名は、現職の中学校社会科教員。
　参加者（※※※）の内２名は、内地留学生（現職の小学校教員１名および中学校社会科教員１名）。
【資料４】
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